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生活・就労のための日本語教育機関支援（助成）
申　請　書　（中国）
	申請日
	（年）
	
	(月 )
	
	（日）

	
	
	／
	
	／
	


Ａ．申請総表

1　申請機関
	申請機関名
（日本語）
	

	申請機関名
（英語）
	

	代表者氏名
	□Prof.
□Dr.
□Mr.
□Ms.
	




	代表者役職
	

	所在地
	住所：
郵便番号：

	TEL/FAX
	TEL:                            FAX:

	E-mail
	


2　事業実施部門
	事業実施部門名
	実施部門（学部・学科、部署等）

	
	

	事業担当者氏名
	□Prof.
□Dr.
□Mr.
□Ms.
	
	役職
	

	TEL/FAX
	TEL:                                      FAX:

	E-mail
	


3　代表者／事業担当責任者／経理責任者
	
	(1) 代表者
	(2) 事業担当責任者
	(3) 経理責任者

	氏  名
	□Prof.
□Dr.
□Mr.
□Ms.
	
	□Prof.
□Dr.
□Mr.
□Ms.
	
	□Prof.
□Dr.
□Mr.
□Ms.
	

	役職
	
	
	

	署  名
	
	
	


※上記(1)～(3)については同一人物が2つ以上の立場を兼ねることは認められません。また、(1)～(3)の全てを必ず記入してください。未記入の場合は申請を受け付けることができません。


Ｂ．申請機関概要	
※活動理念、活動内容（実績）等がわかる刊行物等の資料を添付してください。
1　申請機関における日本語教育、活動の沿革及び現況
	

	機関に申請時点で在籍している日本語を学ぶ学生数（専攻）
	機関に申請時点で在籍している日本語を学ぶ学生数（非専攻）
	機関に申請時点で在籍している日本語を学ぶ学生数
（課外活動）
	機関に申請時点で在籍している日本語教師数

	　　　　人…①
	　　　　人
	　　　　人
	　　　　人…②

	①のうち、2019年に卒業後、日本で就職した実績数
	
	申請時点において日本で就労している卒業生の実績数（概数でも可）
	②のうち、日本人教師の数

	　　　　人
	
	　　　　人
	　　　　人

	学生の卒業後の主な進路
※複数選択可
	☐中国にある、日本語を仕事で使う中国の企業に就職
（主な業種：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
☐中国にある、日本語を仕事で使わない中国の企業に就職
（主な業種：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
☐中国にある、日系企業に就職
（主な業種：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
☐日本にある、日本の企業に就職
（主な業種：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
☐技能実習制度を使って日本に行く
（主な業種：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
☐日本語の先生になる
☐大学院への進学、研究者を志す
☐翻訳者・通訳者
☐日本語を使うツアーガイド
☐その他
（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	日本語課程の具体的な実施内容、使用日本語教材・カリキュラム等
	

	過去に基金が行った日本語教師向けのセミナーや研修に参加した実績がある場合、その名称・実施時期・参加者について記載（最大3件記載）

	セミナー、研修名

	

	
	実施時期

	

	
	参加者氏名

	




2　過去5年間の国際交流基金からの助成実績
	










Ｃ．助成金送金口座情報

1　助成金受領について
助成金は、北京日本文化センターより人民元で銀行送金します（※）。以下、あてはまる項目にチェックしてください。
	☐
	申請機関名義の口座での受領を希望する。

	☐
	申請機関名義の口座を開設できないため、申請機関所属者または関係者の個人口座での受領を希望 する。

	
	⇒口座を開設できない理由を以下の2つより選択してください。

	
	☐
	法人名の口座を開設する法的資格がない。よって代表者の口座を使用したい。

	
	☐
	海外からの送金を受領できる口座を開設することができないため。


（※）香港・マカオの場合は香港ドルで当基金本部より銀行送金します。

2　送金口座情報
以下のすべての情報を記入してください。
	銀行名
	

	支店名
	

	口座番号
	

	口座名義人
	

	口座名義人住所
	

	口座名義人電話番号
	


※送金口座が申請機関名義でない場合には、助成金交付決定後、申請機関からの助成金受け取りの委任状が必要です。

以上
- 3 - 

